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5-2．特定天井調査結果

5-2-1.調査状況

NO 階

1 Ｒ階

2 Ｒ階

3

4

5

6

5-2-2.特定天井の判定

確認
手法

1 目視

2
図面

目視

適 否

該当する

該当する

調 査 結 果

 吊り天井

 議場

既設天井の構造

在来工法天井

在来工法天井

備考調 査 個 所

 天井内キャットウォーク  ②

 天井の設置場所

 天井の種類

調査室名

議場

議場

 吊り天井であること。

 居室・廊下その他の人が日常
 立ち入る場所であること。

 天井内キャットウォーク  ①

与 条 件告示第771号第2

70 株式会社 久 米 設 計

実測
( ﾚｰｻﾞｰ
距離計)

図面

4
図面

目視

判
定

5-2-3.既存天井の劣化状況

確認
手法

判定

目視  ○

 特定天井と判定する

 目視の範囲では、特に腐食、
 腐朽その他の劣化のおそれの
 ある天井ではないと判断する。

該当する

該当する

該当する

 天井高さ(ＣＨ)；議場
     6.90～7.35ｍ

 水平投影面積；議場
（天井全体）

 約385.5㎡
（天井高6m超部分）
    約295.5㎡

 軽量鋼製下地材；   2.2㎏/㎡
 石こうボード ； 13.0㎏/㎡
 アクリルリシン；   1.3㎏/㎡
     合 計  ； 16.5㎏/㎡

調 査 結 果

3

 特定天井で特に腐食・腐朽その
 他の劣化のおそれのあるものに
 は、腐食・腐朽その他の劣化防
 止のための処置をした材料を使
 用する。

「特定天井」
の判定

 天井の質量

 天井の状況

 高さが6ｍを超える天井の部
 分であること。

 天井の水平投影面積が200㎡
 を超える部分を含むこと。

 天井面構成部材等の単位面積
 質量が2㎏を超えること。

 上記の４つの与条件に対して
 いずれにも当てはまること。

令第36条 第1項
令第39条 第4項

与 条 件

 天井の耐久性
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■ 国土交通省告示第771号第3第2項 仕様ルート（平成25年基準*）との適合性について

5-2-4に示す通り、仕様ルート（平成25年基準）には適合せず、特定天井に適合する他の手法

による対策（計算ルート・大臣認定ルート）の他、一般的な天井に適用される地震対策等も見受け

られない。施工当時には、天井の地震対策技術は現在ほど進歩しておらず、地震対策を検討するこ

とは難しかったものと考えるが、当該天井を特定天井に適合する吊り天井に改修するためには、溶

接により継ぎ足された吊りボルトの再利用は難しいため、全面的な天井の撤去・新設が必要と判断

する。その際、既存のインサートの利用可否やスラブの状態の確認はもとより、吊り天井の再設置

が可能と判断された場合には、天井構造として特定天井に適合する斜め部材の設置や天井と壁等と

の間に所定のクリアランスを設置する手法、又は仕様ルート（平成28年基準）に基づく、天井面剛

性を有する天井構造、および天井面に生じる水平地震力に対し十分な剛性・強度を有する壁構造で

天井周囲を構成する手法等の対策が必要となる。

* 平成28年基準については、技術基準の解説が2016年8月1日に公開された直後のため、本報告書では未評価である。

■ 公共建築工事標準仕様書（平成28年版）との整合性について

当該天井は特定天井であるため、公共建築工事標準仕様書の適用範囲ではなく、別途特定天井の

技術基準に準じて個別に安全性を検討することが必要となる。但し、公共建築工事標準仕様書に記

載の仕様は、一般的な天井の施工方法として標準的な仕様であるとも考えられるため、適合性につ

いて確認を行ったところ、5-2-5に示す通り、現行の公共建築工事標準仕様書の仕様とも適合しな

い点が見受けられる。
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■ 設備機器との取り合いについて

当該天井面に設置されている照明等の設備機器は、天井の吊りボルトや野縁受けに溶接された野

縁受け同材を支持構造部として、その支持構造部に溶接された吊りボルトによって吊られている。

常時設備機器の自重は天井が負担している状態にある。地震時には天井面に水平力を伝達する構造

となっている。支持構造部の野縁受け同材は、吊り元としての十分な剛性・強度を有しておらず、

吊り材は薄鋼板への溶接であることから、設備機器の吊り構造として、剛性・強度について評価す

ることができない。従って、落下防止ワイヤー等の地震、脱落対策を含めた適切な支持方法による

設備の改修が急務と考える。
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5-3．調査結果詳細

5-3-1.天井外観

写真１；天井全景 写真２；天井（議場前方）

写真５；天井面（傍聴者席後方）壁の出隅近傍
　　　　の仕上げにクラックが発生。

写真６；照明設備の吊り材（天井中央）湾曲し
　　　　ている吊り材がある。

写真３；天井端部（前方、17通り側面）クリア
　　　　ランスはなし、側面に段差天井あり。

写真４；天井端部（傍聴者席入口側）設備脇にク
　　　　ラック、端部の仕上げに擦れを確認。
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６  本庁舎の耐震性能
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6．本庁舎の耐震性能

6-1．耐震改修の状況

鎌倉市本庁舎は昭和44（1969）年に竣工した、いわゆる旧耐震基準に基づく建物である。昭和

56（1981）年6月に施行された建築基準法改正において耐震基準が見直されたことにより、本庁舎

においても耐震診断を実施し、平成18（2006）年には耐震補強工事が完成している。耐震改修後の

構造耐震指標（Is）は下表に示す通りである。尚、一般的には地下階の耐震性能評価は行わない事にな

っているが、当該建物の地階は２方向がドライエリアで解放されていることも有り、地下階も地上と

みなし、地上5階建ての建物として評価、補強設計が行われている。

鎌倉市本庁舎耐震改修後の構造耐震指標（Is）

東→西 西→東 北→南 南→北

4階 0.626 0.624 0.638 0.667

3階 0.669 0.656 0.709 0.708

2階 0.623 0.625 0.748 0.700

1階 0.658 0.671 0.795 0.737

地下1階 0.868 0.881 0.923 0.922

構造耐震指標（Is）の最低値は0.623であり、ほぼ現行の建築基準法が求めているのと同等な耐震

性能レベル（Is＝0.6）となっている。

しかし、杭に関しては検討が行われておらず、新築時の設計基準では建物の自重を支持地盤に伝え

る事ができる構造でよく、耐震性能などは求められていなかった。

地震時における杭の検討に関し、国土交通省通達（昭和59年 通達324号）以降に反映されてき

たものの、建築基準法の改定により義務付けられたのは平成14（2002）年のことである。また、

耐震診断においては、現在でも地階、基礎の診断は対象外とされている状況にある。

構造体の耐震安全性の目標及び保有すべき性能

東 西 方 向 南 北 方 向
階

等
級

重要度
係 数

目標
Is値

3
特に構造上の耐震
性能の向上を図る
べき施設

大地震振後、構造体の修復
をすることなく建築物を使用
できる事を目標とし、人命の
安全確保に加え充分な機能確
保が図られる。

大地震動に対して無被害あ
るいは軽微な損傷に留まり、
直ちに修復を必要とするよう
な耐力低下を招くことがない。

1.5 0.9

2
構造体の耐震性能
の向上を図るべき
施設

大地震動後、構造体の大き
な修復をすることなく建築物
を使用できる事を目標とし、
人命の安全確保に加え機能確
保が図られる。

大地震動に対して比較的小
さな損傷に留まり、直ちに大
きな修復を必要とするような
耐力低下を招くことがない。

1.25 0.75

建築基準法に基づ
く耐震性能を確保
する施設 0.61

（鎌倉市本庁舎）

耐震安全性の
分 類

耐震安全性の目標 保有すべき性能

大地震動により構造体の部
分的な損傷は生じるが、建物
全体の耐力の低下は著しくな
いことを目標とし、人命の安
全確保が図られる。

大地震動に対して部分的な
損傷は生じるものの、倒壊、
部分倒壊などの大きな損傷は
発生せず、著しい耐力低下を
招くことがない。

1.0
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７  津波情報調査
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7-3．津波浸水想定計算結果抜粋　（平成27年3月　神奈川県発行）

8.86

0.85/8.01

8.85

0.58/8.27

8.86

0.36/8.50

8.84

0.52/8.32

8.87

0.40/8.47

8.87

0.25/8.62

8.90

0.22/8.68

8.88

0.03/8.85

8.73

0.23/8.50

8.79

0.08/8.71

8.84

0.81/7.99

8.83

0.52/8.31

8.87

0.99/7.88

8.87

0.73/8.14

8.86

1.16/7.70

8.84

1.26/7.58

8.88

0.28/8.60

■ 津波浸水深の計算結果（神奈川県作成、抜粋）を白地図（鎌倉市発行1：2,500）

抜粋に重ねた。

■ 計算メッシュは10ｍ角で、メッシュ内の地盤高さは、各角４点及び中央の5点の

標高値の平均が採用されている。標高値は国土地理院が作成した電子地図が基準

となっている。

■ データによると、市庁舎敷地内の浸水域として着色された部位の地盤面データは

7.59ｍ～8.68ｍが採用されている。しかし実際の地盤高さは、本庁舎建物周囲

で9.2m、東側駐車場では9.1ｍ程度であり、採用された地盤高さとの差異は明ら

かである。

■ 本庁舎南側ドライエリア部において、浸水域として着色された部位の地盤面デー

タは8.43ｍ、8.44ｍであり実際のドライエリア部の地盤高さは5.6ｍであること

から、ドライエリアの状況を評価したシミレーションでないことが解る。

■ ドライエリア部は駐車場として使用され、地上部とはスロープでつながれている

が、スロープ入口部の地盤高さは9.2ｍである。また、ドライエリア周囲の擁壁高

は１FLと同じTP＋9 4ｍで構成されている。周辺の最大津波高さはTP＋8 9mで

ドライエリア部

8.48

0.04/8.44

8.48

0.05/8.43

8.56

0.05/8.51

8.60

0.09/8.51

8.48

0.08/8.40

8.59

0.09/8.50

8.69

0.01/8.68

8.71

0.81/7.90

8.66

1.07/7.59

8.66

1.06/7.60

8.66

1.07/7.59

8.68

0.29/8.39

8.58

0.30/8.28

8.71

0.30/8.41

凡例

8.48
0.04/8.44

※ 津波高さは周辺の状況により可変してはいるが、周辺の最大高さはTP＋8.90mが想定されている。
※ 以上より、当該敷地における津波警戒高さはさらに安全を考慮し、TP＋9.00mを設定する。

地盤高さ(TP+)

津波高さ(TP+)

津波浸水深

計算メッシュ

（10ｍ角）

は１FLと同じTP＋9.4ｍで構成されている。周辺の最大津波高さはTP＋8.9mで

あることから、津波によるドライエリアへの浸水は極めて少ないと判断できる。 8.49

0.17/8.32
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7-5．本庁舎周囲津波浸水深まとめ

7-5-1．津波浸水深さ

「神奈川県津波浸水想定図」（平成27年3月発行 神奈川県県土整備局）において、市庁舎敷

地内に浸水域を示す着色が確認される。表示された浸水深の着色は2種類あり、敷地南側の一部

では10㎝以上30㎝未満及び、東側第４分庁舎周辺では30㎝以上1ｍ未満を示している。しかし、

庁舎敷地内の地盤は本庁舎南側のドライエリア部及び、第４分庁舎周囲を除き概ね平坦である。

浸水想定図に示される浸水域の表示において当該データ作成に使用された地盤高さ（標高）の詳

細情報を検証した結果、特に敷地南側で採用された地盤高さ（標高）は実際と相違することが確

認された。

本庁舎北側主出入り口直近に公共基準点ＴＰ＋9.27が設置され、その周囲の状況より１FLを

TP＋9.4と想定した。また、本庁舎竣工図の記載情報より各所の地盤高を以下の通り確認した。

・本庁舎１階床面 ；TP＋9.40ｍ

・地下ドライエリア（駐車場）出入り口スロープ上端高さ ；TP＋9.20ｍ

・地下ドライエリア周囲擁壁の天端高さ ；TP＋9.40ｍ

・本庁舎周囲の地盤高さ（舗装面の高さ） ；TP＋9.20ｍ

・駐車場の地盤高さ（雨水排水勾配の概ね平均値） ；TP＋9.10ｍ

本庁舎周囲の津波最大高さは、詳細情報よりTP＋8.90ｍが想定されている。当該敷地におけ

る津波警戒高さは、さらに安全に考慮し、TP＋9.00ｍを設定する。

以上より「神奈川県津波浸水想定図」からは、鎌倉市役所の敷地は、第４分庁舎周辺を除き津

波による浸水は発生しないと判断できる。

敷地内の地盤高さ、建物各所の高さ、津波最大想定水位の状況を次ページ概念図に示す。
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８  液状化の情報






